
大学の研究成果の社会実装！
｢信州TLOが推進する産学連携について｣

●大学等が持つ優れた知識と技術の「社会実装」
●経済のグローバル化における「価値創造」
●地域の活性化に向けた「地方創生」

2020.3.17 地域価値WG（第３回）

株式会社信州ＴＬＯ
代表取締役社長 大澤 住夫
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資料４



出典：文部科学省 科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課大学技術移転推進室

原則教員帰属

TLO帰属が可能

原則大学帰属
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大学等技術移転促進法

【TLOとは？】
Technology Licensing Organization（技術移転機関）の
略称です。大学の研究者の研究成果を特許化し、それ
を企業へ技術移転する法人であり、産と学の「仲介役」
の役割を果たす組織です。
大学発の新規産業を生み出し、それにより得られた収
益の一部を研究者に戻すことにより研究資金を生み出
し、大学の研究の更なる活性化をもたらすという「知的
創造サイクル」の原動力として産学連携の中核をなす組
織です。

出典：経済産業省 産業技術環境局 技術振興・大学連携推進課
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大学等技術移転促進法

【TLOの必要性１】
・我が国の大学等には、研究資源の多くが集中しており
、その成果の中には新規産業の「シーズ」として有望な
ものが多くあるのですが、それが産業に十分活用されて
いるとは言えませんでした。

・企業（メーカー）には研究部門とは別に特許管理を行う
「知的財産部」があるのに対し、大学にはそうした組織
が従来存在しなかったことに大きな問題があり、大学の
研究成果の特許化及び企業への移転（ライセンシング）
を行うTLOの必要性が認識されるに至りました。

出典：経済産業省 産業技術環境局 技術振興・大学連携推進課
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大学等技術移転促進法

【TLOの必要性２】
・これを受け、各大学におけるTLOの設立を政策的に支
援する「大学等技術移転促進法」（通産省・文部省提出）
が平成10年5月に制定され、8月から施行されました。

・TLOが整備されることによって、研究者は研究に専念
しながらその成果の特許化・産業化によって更なる研究
資金を得るという「知的創造サイクル」の仕組みが実現
します。

出典：経済産業省 産業技術環境局 技術振興・大学連携推進課

5



大学等技術移転促進法

【概要】
第１条（目的）

大学や国の試験研究機関における技術に関する研究成果の効率
的な技術移転を促進することにより、新たな事業分野の開拓、産
業技術の向上、大学等の研究活動の活性化を図り、我が国の産
業構造の転換の円滑化、国民経済の健全な発展、学術の進展に
寄与することを目的としています。

第２条（定義）

「特定大学技術移転事業」とは、大学における技術に関する研究
成果（特許権等）のうち、その帰属が国以外の者（大学帰属・研究
者個人帰属）になったものを、その成果の適切かつ確実な（成果
を死蔵させない）民間事業者に対し移転する事業のことをいいま
す。

出典：経済産業省 産業技術環境局 技術振興・大学連携推進課
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出典：経済産業省産業環境局 技術振興・大学連携推進課

大学外のTLO 21機関

★ 国立大学法人が出資（株保有）
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会社概要：株式会社信州TLO

設立年月日 平成15年2月28日（2003年2月28日）

承認年月日 平成15年4月18日（2003年4月18日）

資本金 1890万円 （信大・高専教員等 134名）

約35km

本社から約50km

本社から約80km

長野高専

本社・上田拠点（信州大学繊維学部内）

長野拠点（信州大学工学部内

松本拠点（信州大学医学部内

伊那拠点（信州大学農学部内
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大学の活動支援：
・良い研究成果を出して

頂くための支援

技術移転：
・特許だけではなく、
ノウハウも含めて

企業の事業化へ協力：
・技術指導・共同研究などの

マネージメント
・中小企業の資金不足への対応

＜教員＞
・教員の産学連携に対する

相談・調整

＜学生、一般＞
・広報活動、就職支援
・知財講義

・シーズの紹介
・契約業務（状況に適した提案）

NDA・MTA・研究契約・
出願契約・実施契約・
譲渡契約・技術移転契約
コンサルタント契約・
技術指導契約

・技術指導／共同研究の成果
・公的な事業支援策への対応
（プロジェクトの提案から進捗管理）

企業の事業化に貢献
（Win-Win)

産学連携で当社がすべき事！

大学知財部門との連携

教職員との連携

各CDや大学契約担当者との連携

地域CDや大学URA部門との連携
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信州大学法人化前の知的財産

○信州大学の白井汪芳名誉教授は、長年に渡りフタ
ロシアニン誘導体の研究を行い、その成果として
大和紡績（株）から製品化された消臭繊維は、現在
家電、インテリアなど幅広い分野に採用
○さらに、(株)信州ＴＬＯによる知的財産管理等のサポ
ートにより、アレルゲンの吸着機能を有する繊維の開
発に成功し、共同研究を実施していたダイワボウノ
イ（株）から「アレルキャッチャー製品群」として発売

文部科学大臣賞

事例の概要

「アレルキャッチャー®製品群の開発」

白井汪芳 信州大学名誉教授

ダイワボウノイ株式会社

株式会社信州TLO

○『アレルキャッチャー® 』は、現代人の生活環境に存
在する有害なもの（ウイルス、花粉、ホルムアルテヒド
等）を除去することが可能
○大学・企業・TLOの一体的な取組により研究成果を
国民病ともいえる花粉症やアトピー性皮膚炎に対応
可能な製品にまで発展

具体的成果

アレルキャッチャー®製品群の例

平成22年度産学官連携推進会議「科学・技術フェスタin京都」にて、
産学官連携功労者表彰の文部科学大臣賞を受賞しました。 10
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地域の課題に基づく研究成果の活用

【市田柿とは？】
市田柿は、２０１６年に地理的表示(GI)保護制度に登録
された南信州を代表する特産品です。
あめ色の果肉と小ぶりで品のある外観、もっちりとした
食感と口に広がる上品な甘さは、市田柿ならではです。
ビタミンＡ、食物繊維などの栄養素も豊富に含み、また
渋柿の中に含まれる渋味成分（タンニン）がポリフェノー
ルの一種であることから、スーパーフードとしても注目を
集めています。

出典：JAみなみ信州

https://www.ja-mis.iijan.or.jp/product/ichidagaki.php

白い粉（ブドウ糖）に
覆われた干し柿
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地域の課題に基づく研究成果の活用

【市田柿の課題】
①天日乾燥では製品に要するまで30～40日

②労働不足（高齢化）で、105t/年間が生果のまま廃棄

③温暖化により収穫時期が早まる
（夜間気温が下がらず、水分抜けが悪く、カビ発生）

『気熱式減圧乾燥機』 完成

性能 乾燥期間： 4日～8日（1/5）

生産量 ： 2.7ｔ/バッチ
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国内の事情に対応した研究成果

【背景】
イチゴは生食用のほか、ケーキ・デザート用など年間を
通じて需要があるが、国産イチゴの端境期にあたる夏
秋期（6月～10月）は、需要の90%以上を米国から輸入
（2007年当時）

【夏秋イチゴとは？】
よく知られているイチゴのほとんどは「一季成り」(冬春イ
チゴ）と呼ばれ、冬～春にかけて収穫できる品種です。
これに対し「四季成り」は、ほぼ一年を通して収穫できる
という意味で、実際には夏秋を中心に開花し、初冬まで
収穫できます。この端境期に活用される品種が「夏秋イ
チゴ」と呼ばれています。 13



国内の事情に対応した研究成果

【夏秋イチゴ 信大BS8-9の誕生】
冬春イチゴに比べ、夏秋イチゴの品質は著しく劣り、『冬
と夏は別モノ』という認識が長年定着してきました。
『おいしい夏秋イチゴ』を求めて、2003 年に育成を開始
し、2011年に品種登録が完了。

[生態特性]
・うどんこ病・灰色かび病などの病害に強い
・ランナー発生数が多く、苗の増殖効率が高い
・盛夏期にもつぼみがでるので、連続収穫可能
[果実特性]
・高温期でも糖度が高く、味が濃い
・果芯まで赤く、カットしての利用に最適
・適度に硬さがあり、遠方への輸送も可能
・白ろう果がまったく発生しない

長野県内から普及し、現在は北海道から沖縄まで全国展開中 14



地域の課題

【背景】

ワイナリーが急激に増加（長野県内）

【課題】
●異業種からの参入（地元ではない）

地域ブランドに対する意識が低い

連携が希薄

●ブランディングのノウハウがない

●ブランド・デザインというコンセプトへの理解がない
ブランド＝高級品

●知的財産に関する知見がない
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地域の課題
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地域の課題
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大学の知的財産の現状

【現状】
平成３０年度 大学等に
おける産学連携等実施
状況について
（令和2年1月17日）

知的財産権等収入（千円） 特許権実施等件数

出典：文部科学省 科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課大学技術移転推進室
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大学間連携

19



・知的財産推進計画2015 重点３本柱
①地方における知財活用の推進

地域中小企業の知財戦略強化と地方における
産学・産産連携の促進

②知財紛争処理システムの活用化
③コンテンツ及び周辺産業との一体的な海外展開の推進

・地方創生
地域中小企業と地域大学との連携強化

・北陸新幹線の開通
交流がし易くなった

大学間連携
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個別相談会の様子（富山開催） 

 

大学シーズ紹介の様子（富山開催） 

  

 

マッチングイベントの開催状況

開催日 開催地 会場

１ ８月 ９日 長野県 長野市 信州大学工学部内 SASTec

２ ８月３１日 富山県 富山市 富山国際会議場

３ ９月１３日 長野県 上田市 高砂殿

４ ９月１４日 埼玉県 さいたま市 TKP 大宮西口カンファレンスセンター

５ １０月 ３日 富山県 富山市 富山国際会議場

６ １０月 ４日 石川県 金沢市 県地場産業振興センター

７ １１月 ２日 石川県 金沢市 ホテル日航金沢

８ １１月１８日 埼玉県 さいたま市 TKP 大宮西口カンファレンスセンター

事業の目標値と実績値

目標値 実績値

【１】課題解決型マッチング

マッチング
企業数

２５社／回×８回
＝２００

２１７社

シーズ紹介 １５件／回
１回あたりの平均２１件

（のべ１４７件）

【２】課題抽出 課題数 ８０ １５９

【３】大学研究者とのマッチング マッチング数 ５０ ７３

【４】課題解決共同開発立案
共同開発支援
企業件数

１０ ３４

【５】事業化支援
事業化支援企

業数
３ ６

◆参画機関：株式会社信州ＴＬＯ、有限会社金沢大学ティ･エル･オー
①国立大学法人信州大学、 ②国立大学法人埼玉大学、③国立大学法人富山大学、 ④国立大学法人金沢大学、
⑤国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学、

◆事業名 ：
『輝く地元中小企業応援プロジェクト』
かがやきプロジェクト

◆事業目的 ：
地方の一大学だけでは解決できな

かった地元企業の課題に対して大学
が連携し、地方における知財活用推進。

従来少なかった中小企業と他地域の
大学との連携、他地域の企業間連携促進。

大学間連携
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